
 

 事 務 連 絡 

                                            平 成 30 年 ９ 月 26 日 

 

各都道府県、指定都市、中核市 

子ども・子育て支援新制度担当部局 

幼稚園所管部局    

 

 内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当） 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

 

 

幼児教育の無償化に関する住民・事業者向け説明資料等の送付について 

 

 

子ども・子育て支援施策の推進につきましては、平素から御尽力いただき厚く御礼申し上げ

ます。 

幼児教育の無償化については、「新しい経済政策パッケージ」（2017 年 12 月 8日閣議決定）

及び「経済財政運営と改革の基本方針2018」（2018年６月15日閣議決定）に基づき、2019年

10月からの実施を目指すこととされています。 

今般、上記「新しい経済政策パッケージ」及び「経済財政運営と改革の基本方針2018」にお

いて決定された事項を、住民や事業者の方向けに分かりやすく説明する資料として地方自治体

の担当者に御活用いただけるよう、説明資料（別添１及び別添２）を作成しました。２種類の

説明資料を御用意しましたが、内容については同様のものとしていますので、用途に応じて適

宜加工していただき、御活用ください。 

併せて、地方自治体の担当者向けの資料として、住民や事業者の方へ説明する際の参考とな

るよう、「幼児教育の無償化に関するＦＡＱ（2018 年９月 26 日版）」（別添３）を作成しまし

た。当該ＦＡＱは、2018年９月26日現在の状況における回答であり、今後の検討状況により

変更がありうる旨御承知おきください。 

 貴部局におかれては、上記について御了知いただくとともに、各都道府県におかれては、指

定都市及び中核都市を除く管内市町村への周知をお願いします。 

 なお、本事務連絡の内容については、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課と

協議済みであることを申し添えます。 

 

 

【連絡先】 

内閣府 子ども・子育て本部 

参事官（子ども・子育て支援担当）付 

TEL: 03-6257-1468（直通） 

FAX: 03-3581-2521 

御中 

masuda-masashi
フリーテキスト
資料６



３歳から５歳までの子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園など
の利用料が無償化されます。

消費税率引上げ時の２０１９年１０月１日からの実施を目指すこと
とされています。

幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する子供たち

【対象者・利用料】
○ 幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳の全ての子
供たちの利用料が無償化されます。

＊ 子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園の利用料については、同制度における
利用者負担額を上限として無償化されます（上限月額2.57万円）。

＊ 実費として徴収されている費用（通園送迎費、食材料費、行事費など）は、無償化の対象
外です。

＊ 幼稚園（４時間程度）については満３歳（３歳になった日）から、保育所については３歳児ク
ラス（３歳になった後の最初の４月以降）から無償化されます。その他の施設等については、
上記取扱いも踏まえて、検討が行われているところです。

○ ０歳から２歳児の子供たちの利用料については、住民税非課税世帯を
対象として無償化されます。

【対象となる施設・サービス】
○ 幼稚園、保育所、認定こども園に加え、地域型保育（小規模保育、家
庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育）、企業主導型保育事業（標
準的な利用料）も同様に無償化の対象とされます。

※ 最優先の課題である待機児童解消の実現に向けては、女性就業率80％に対応できる「子育
て安心プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿整備を進めます。

○ 子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼
児教育の無償化を一気に加速することとされました。幼児教育の無償化
は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、幼児教育
の負担軽減を図る少子化対策の観点などから取り組まれるものです。

○ 「新しい経済政策パッケージ」（2017年12月８日閣議決定）、「経済
財政運営と改革の基本方針2018」（2018年６月15日閣議決定）におい
て、以下の方針が示され、消費税率引上げ時の2019年10月１日からの実
施を目指すこととされています。具体的な手続き等については、現在検
討が行われているところです。



幼稚園の預かり保育を利用する子供たち

【対象者・利用料】
○ 幼稚園の預かり保育を利用する子供たちについては、新たに保育の必要
性があると認定を受けた場合には、幼稚園保育料の無償化（上限月額2.57
万円）に加え、利用実態に応じて、認可保育所における保育料の全国平均
額（月額3.7万円）と幼稚園保育料の無償化の上限額との差額である最大月
1.13万円までの範囲で預かり保育の利用料が無償化されます。

※ 認定こども園における子ども・子育て支援新制度の１号認定の子供たちが利用する預かり保育も

含まれます。

認可外保育施設等を利用する子供たち

【対象者・利用料】
○ 認可外保育施設等を利用する子供たちについても、保育の必要性がある
と認定された３歳から５歳の子供たちを対象として、認可保育所における
保育料の全国平均額（月額3.7万円）までの利用料が無償化されます。

○ ０歳から２歳児の子供たちについては、住民税非課税世帯の子供たちを
対象として、月額4.2万円までの利用料が無償化されます。

【対象となる施設・サービス】
○ 認可外保育施設等とは、一般的な認可外保育施設、地方自治体独自の認
証保育施設、ベビーホテル、ベビーシッター、認可外の事業所内保育等を
指します。このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病
児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業を対象とします。

○ 無償化の対象となる認可外保育施設等は、都道府県等に届出を行い、国
が定める認可外保育施設の指導監督基準を満たすことが必要です。ただし、
経過措置として、指導監督基準を満たしていない場合でも無償化の対象と
する５年間の猶予期間を設けます。

いわゆる「障害児通園施設」を利用する子供たち

【対象者・利用料】
○ 就学前の障害児の発達支援（いわゆる障害児通園施設）を利用する子供た

ちについて、利用料が無償化されます。
＊ ３歳から５歳が対象です（なお、０歳から２歳児の住民税非課税世帯については、既に無償と

なっています）。

○ 幼稚園、保育所、認定こども園といわゆる障害児通園施設の両方を利用
する場合は、両方とも無償化の対象となります。



幼稚園、保育所、認定こども園等の無償化について

○ 子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速する。
幼児教育の無償化は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、幼児教育の負担軽減を図る
少子化対策の観点などから取り組むもの。

○ 「新しい経済政策パッケージ」（2017年12月８日閣議決定）、「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（2018年６月15日閣議決定）において、以下の方針が示され、消費税率引上げ時の2019年10月１日から
の実施を目指すこととされている。

○ 具体的な手続き等については、現在検討が行われているところ。

幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳の全ての子供たちの利用料を無償化。

＊ 子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園の利用料については、同制度における利用者負担額を上限として無償化（上限月額
2.57万円）。

＊ 実費として徴収されている費用（通園送迎費、食材料費、行事費など）は、無償化の対象外。
＊ 幼稚園（４時間程度）については満３歳（３歳になった日）から、保育所については３歳児クラス（３歳になった後の最初の４月以降）から無

償化。その他の施設等については、上記取扱いも踏まえて、検討が行われているところ。

○ ０歳から２歳児の子供たちの利用料については、住民税非課税世帯を対象として無償化。

【対象施設・サービス】
○ 幼稚園、保育所、認定こども園に加え、地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所
内保育）、企業主導型保育事業（標準的な利用料）も同様に無償化の対象。

※ 最優先の課題である待機児童解消の実現に向けては、女性就業率80％に対応できる「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末
までに32万人分の受け皿整備を進める。



幼稚園の預かり保育を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 幼稚園の預かり保育を利用する子供たちについては、新たに保育の必要性があると認定を受けた場合には、幼
稚園保育料の無償化（上限月額2.57万円）に加え、利用実態に応じて、認可保育所における保育料の全国平均額
（月額3.7万円）と幼稚園保育料の無償化の上限額との差額である最大月1.13万円までの範囲で預かり保育の利
用料を無償化。

※ 認定こども園における子ども・子育て支援新制度の１号認定の子供たちが利用する預かり保育も含む。

認可外保育施設等を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 認可外保育施設等を利用する子供たちについても、保育の必要性があると認定された３歳から５歳の子供たち
を対象として、認可保育所における保育料の全国平均額（月額3.7万円）までの利用料を無償化。

○ ０歳から２歳児の子供たちについては、住民税非課税世帯の子供たちを対象として、月額4.2万円までの利用料
を無償化。

【対象施設・サービス】
○ 認可外保育施設等とは、一般的な認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビー
シッター、認可外の事業所内保育等を指す。このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病児保
育事業及びファミリー・サポート・センター事業が対象。

○ 無償化の対象となる認可外保育施設等は、都道府県等に届出を行い、国が定める認可外保育施設の指導監督基
準を満たすことが必要。ただし、経過措置として、指導監督基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする
５年間の猶予期間を設ける。

いわゆる「障害児通園施設」を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 就学前の障害児の発達支援（いわゆる障害児通園施設）を利用する子供たちについて、利用料を無償化。

＊ ３歳から５歳が対象（なお、０歳から２歳児の住民税非課税世帯については、既に無償となっている）。

○ 幼稚園、保育所、認定こども園といわゆる障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象。



幼児教育の無償化の具体的なイメージ（例）

３歳～５歳
保育の必要性の認定
事由に該当する子供

３歳～５歳
上記以外

・共働き家庭

・シングルで働いている家庭

など

・専業主婦（夫）家庭 など

幼稚園、保育所、認定こども園、
障害児通園施設

無償
（幼稚園は月２．５７万円まで）

利用 幼稚園の預かり保育

利用

利用
（複数利用）

複数利用
幼稚園、保育所、
認定こども園

障害児通園施設

認可外保育施設、ベビーシッターなど
（一般的にいう認可外保育施設、自治体の認証保育施設など）

ともに無償
（幼稚園は月２．５７万円まで）

利用
幼稚園、認定こども園、

障害児通園施設

複数利用 幼稚園、認定こども園 障害児通園施設
ともに無償

（幼稚園は月２．５７万円まで）

無償
（幼稚園は月２．５７万円まで）

（注１）幼稚園の預かり保育や認可外保育施設を利用している場合、無償化の対象となるため
には、保育の必要性の認定事由に該当することが必要となる。

住民税非課税世帯については、０歳～２歳児についても上記と同様の考え方により無償化の対象となる。この場合、月４．２万円まで無償。

（注２） 上記のうち認可外保育施設及びベビーシッターについては、認可外保育施設の届出をし、指導監督の基準を満たすものに限る（ただし、５年間の経過措置として、

指導監督の基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする猶予期間を設ける）。

（※）

（※） 地域型保育も対象。また、企業主導型保育事業（標準的な利用料）も対象。

月3.7万円まで無償

幼稚園保育料の無償化
（月2.57万円まで）に加え、月1.13万円

（月3.7万円との差額）まで無償


